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１． 令和７年度（２０２５年度）大阪狭山市下水道事業報告書 

 

（１） 概 況 

① 総括事項 

私たちの日常生活を支える下水道施設を取り巻く環境は、人口減少社会の到来に伴う有収水

量の長期的減少や、物価高騰による資機材価格および委託単価の上昇など、経営環境はかつて

ない厳しさに直面しています。また、狭山ニュータウン開発期に集中的に整備された施設の老

朽化対策や、激甚化する気象災害への対応など、解決すべき課題は山積しています。 

こうした中、令和５年度に改定した「大阪狭山市下水道事業経営戦略」を羅針盤とし、本年

度は限られた経営資源の最適化と質の高いサービス提供の両立を目指し、事業を推進しました。

特に、戦略の基本方針である「安全で安心なまちづくりの推進」「良好で住みよい環境づくり

の推進」「未来へつなぐ持続的な下水道経営」を軸に、計画的かつ効率的な運営に注力いたし

ました。 

「安全で安心なまちづくりの推進」においては、下水道施設包括的民間委託による予防保全

型管理体制を堅持し、突発的な事故や不具合の未然防止を図ることで、市民の皆さまが安心し

て下水道を利用できる環境を維持しました。 

「良好で住みよい環境づくりの推進」においては、三津屋川第 10 号雨水幹線の改築工事を

計画的に推進しました。物価高騰の影響によるコスト増という課題に対し、効率的な工法選定

や厳格な工程管理を徹底し、浸水被害の軽減と強靭なインフラ機能の確保に取り組みました。 

「未来へつなぐ持続的な下水道経営」においては、令和７年４月から実施した使用料改定を

経営の基盤とし、中長期的な収支改善を図りました。この改定は、物価高騰等の外部環境の変

化に対応し、将来にわたり健全かつ安定的なサービスを継続するための不可欠な決断であり、

持続可能な経営基盤の強化を確実なものとしました。 

今後も、本経営戦略に基づいた計画的な事業運営を堅持し、市民の皆さまの信頼に応えなが

ら、次世代へ持続可能な下水道インフラを確実に引き継ぐため、全力を挙げて取り組んでいき

ます。 

 

（業務の状況） 

令和７年度末現在の汚水処理区域内人口は、５７，３９１人で、前年度より１５７人（０．３％）

減少しましたが、下水道処理人口普及率は、９９.９％で前年度と同率でした。 

また、下水道に接続していただいている水洗化人口は、５５，７２９人で、前年度より１５７人

（０．３％）減少しましたが、水洗化率も、９７.１％で前年度と同率でした。 

年間有収水量については、５，８２３，３９３立方メートルで、前年度と比較して  

１６４，３４８立方メートル（２．７％）の減少となりました。 

 

（事業収支） 

収益的収入及び支出における収入決算額は１，７３８，８５２，１７２円で前年度に比べ

１３１，４１８，６２８円（８．２％）の増加となり、これは使用料改定に伴う下水道使用料

収入が増加したことが主たる要因です。 

また、支出決算額は、１，５６４，９５７，７２８円で前年度に比べ１４，５８７，００９円

（０．９％）の増加となり、これは流域下水道維持管理負担金が増加したことが主たる要因です。 

以上の結果から、当年度純利益は、１７３，８９４，４４４円を計上することとなりました。 

 






























































